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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  可動家具部分（２）のためのロック可能な駆出装置（１）であって、本装置は、
開方向（ＯＲ）で前記可動家具部分（２）に作用する駆出要素（３）と、
収容体（４）と、
開方向（ＯＲ）における前記駆出要素（３）の経路を、前記可動家具部分（２）の少なく
とも閉位置（ＳＳ）で妨害することができる、前記収容体（４）内または該収容体（４）
上に配置されたロック要素（５）と、
前記可動家具部分（２）の位置を検知するための検知装置（６）と、
前記検知装置（６）によって検知される前記可動家具部分（２）の位置を前記ロック要素
（５）に伝達するための伝達装置（７）と、を含んでおり、
前記ロック要素（５）は前記検知された位置に応じて移動可能であり、
前記伝達装置（７）は、中央位置（Ｍ）で少なくとも一つの作用力保存手段（９）によっ
て保持できる回転要素（８）を有しており、
閉方向（ＳＲ）における前記閉位置（ＳＳ）からの前記可動家具部分（２）のオーバープ
レス時、および開方向（ＯＲ）における前記閉位置（ＳＳ）からの前記可動家具部分（２
）の引っ張り時の両方において、
前記駆出要素（３）が前記ロック要素（５）によって解放されるものであり、
前記駆出要素（３）は、前記可動家具部分（２）のオーバープレス時にも、前記可動家具
部分（２）の引っ張り時にも、前記収容体（４）に対する前記ロック要素（５）の相対移
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動によってロック解除でき、
前記検知装置（６）は、係合要素（１０）によって前記回転要素（８）と係合し、該回転
要素（８）は、前記開方向（ＯＲ）および前記閉方向（ＳＲ）における前記係合要素（１
０）の両移動時に前記中央位置（Ｍ）から回転して脱出可能であることを特徴とする駆出
装置。
【請求項２】
前記可動家具部分（２）の前記閉位置（ＳＳ）、オーバープレス閉位置（UＳ）、および
前記閉位置（ＳＳ）の少なくとも直前である開位置（ＺＳ）において、
前記検知装置（６）は前記可動家具部分（２）に接しているか、または前記可動家具部分
（２）に接続されていることを特徴とする請求項１記載の駆出装置。
【請求項３】
前記駆出要素（３）のロックは、前記回転要素（８）が前記中央位置（Ｍ）から外れてい
るときに無効化されることを特徴とする請求項１または２記載の駆出装置。
【請求項４】
前記ロック要素（５）と前記回転要素（８）は別々に形成されており、前記ロック要素（
５）は前記作用力保存手段（９）によって作動され、前記回転要素（８）に当接すること
を特徴とする請求項１から３のいずれかに記載の駆出装置。
【請求項５】
前記ロック要素（５）は前記回転要素（８）のＶ形状領域（Ｖ）に当接し、
  前記回転要素（８）は、前記ロック要素（５）が回転軸に最も近い前記Ｖ形状領域（Ｖ
）の点（Ｐ）に当接するとき、前記中央位置（Ｍ）に存在することを特徴とする請求項４
記載の駆出装置。
【請求項６】
前記駆出要素（３）は、ラッチ要素（１７）によって、前記ロック要素（５）の、前記閉
位置（ＳＳ）において保持されることを特徴とする請求項１から５のいずれかに記載の駆
出装置。
【請求項７】
前記ロック要素（５）は、閉方向（ＳＲ）での前記閉位置（ＳＳ）からの前記可動家具部
分（２）のオーバープレス時と、開方向（ＯＲ）での前記閉位置（ＳＳ）からの前記可動
家具部分（２）の引っ張り時の両方で、開方向（ＯＲ）に対して横断方向に移動可能であ
ることを特徴とする請求項１から６のいずれかに記載の駆出装置。
【請求項８】
可動家具部分（２）と、該可動家具部分（２）のための、請求項１から７のいずれかに記
載のロック可能な駆出装置（１）とを含んだ家具（１８）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、可動家具部分のためのロック可能な駆出装置（排出装置）に関する。この装
置は、開方向で可動家具部分に作用する駆出要素と、収容体（筐体）と、開方向における
駆出要素の経路を、可動家具部分の少なくとも閉位置で妨害することができる、収容体内
または収容体上に配置されたロック要素とを含んでおり、閉方向における閉位置からの可
動家具部分のオーバープレス時（過剰な押し込み時）、および開方向における閉位置から
の可動家具部分の引っ張り時の両方において、駆出要素がロック要素によって解放される
。さらに本発明は、そのようなロック可能な駆出装置を有する家具にも関する。
【背景技術】
【０００２】
可動家具部分を自動的に開ける駆出装置は、家具付属品の分野において長年に渡って既に
知られている。ユーザは、ロック作用が解除され、可動家具部分が作用力保存手段によっ
て駆出されるよう、可動家具部分を押すだけでよい。
【０００３】
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　駆出装置をロックするために一般的に使用されている変形例は、カージオイド曲線によ
るロックである。この場合には、駆出要素に接続されたラッチ要素は、カージオイド形状
のスライド軌道内の凹部において閉位置に保持される。可動家具部分を押し込むことで、
ラッチ要素が凹部から移動し外れ、それによって、カージオイド形状のスライド軌道の開
部分への移動のための経路が開放される。
【０００４】
　カージオイド形状のスライド軌道を備えた、そのようなロック可能な駆出装置における
問題は、それが押し込みによってのみ開けることができることである。しかしながら、家
具部分が引っ張られても、ラッチ要素がカージオイド形状のスライド軌道のラッチ凹部か
ら外れることができないため、開けることができない。
【０００５】
　この問題を解決するため、ロック解除が押し込みだけでなく、引っ張りによっても実行
される多くの構造が既に知られている。ＥＰ２２７２４００Ａ１、ＪＰ２００７－００９
５０７、ＵＳ７３７４２６１およびＪＰ２００８－２０８６８４は、この点における例示
を開示しており、カージオイド曲線形状のスライド軌道の部分は、ラッチ要素の引っ張り
時にロック解除も可能となるよう、引っ張り力が適用された時に回転または旋回される。
【０００６】
　ＷＯ２００７/０５０７３７Ａ２は、ラッチ要素を開方向に前進させ、引っ張り力が利
用された時にロック作用を解除させることができるフレキシブル（可とう）で延伸可能な
経路を開示している。
【０００７】
　先行文献ではなく、優先権を設定するオーストリア出願Ａ６１４/２０１１は、カージ
オイド形状スライド軌道のラッチ凹部を形成する、移動可能な“プラグ部材”を開示して
いる。ロックされたラッチ要素の引っ張り時に、その“プラグ部材”はバネに対抗して移
動し、移動の過荷重経路がラッチ要素のために開放される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　　本発明の目的は、従来技術の代替策としてのロック可能な駆出装置の提供である。特
に本発明では、駆出装置を、オーバープレス（過剰な押圧）時にも、引っ張り時にもロッ
ク解除させる単純な形態で可能にすることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　　これは、請求項１の特徴を有するロック可能な駆出装置によって達成される。これに
よれば、本発明では、駆出要素は、可動家具部分のオーバープレス時にも、可動家具部分
の引っ張り時にも、収容体に対するロック要素の相対移動によってロック解除できる。こ
の点における特に有利な点は、ロック要素の同じ運動がオーバープレス時にも引っ張り時
にも常に発動していることである。従来技術で知られたロック可能な駆出装置の場合には
、ラッチ凹部は常にロック要素を形成している。しかしながらこのラッチ凹部は、オーバ
ープレスによる通常の開動作においては移動されず、引っ張り時にのみ、ラッチ凹部の少
なくとも一部の運動が従来技術による駆出装置において実行される。
【００１０】
　本発明の１好適実施態様では、駆出装置は、可動家具部分の位置を検知するための検知
装置と、検知装置によって検知される可動家具部分の位置をロック要素に伝達するための
伝達装置とを含んでおり、ロック要素は検知された位置に応じて移動可能である。このよ
うにして、可動家具部分の位置が、単純な形態でロック要素に伝えられる。
【００１１】
　この検知装置は全ての位置においてロック要素に接続されている必要はない。むしろ、
それは可動家具部分の閉位置、オーバープレス閉位置、および閉位置の少なくとも直前で
ある開位置において、検知装置は可動家具部分に接しているか、または可動家具部分に接
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続されている。
【００１２】
　引っ張りおよび押し込み運動のロック要素の同一運動への変換を簡単な形態で可能にす
るため、伝達装置が、中央位置で少なくとも一つの作用力保存手段によって保持できる回
転要素を有することが好適である。好適には、この目的のため、検知装置は係合要素によ
って回転要素と係合し、回転要素は、開閉両方向における係合要素の両移動時に中央位置
から回転して脱出可能である。好適には、駆出要素のロック作用は、回転要素が中央位置
から外れているときに無効化される。
【００１３】
　駆出装置の単純な設計のため、本発明の第１の実施例によれば、回転要素は同時にロッ
ク要素である。さらには、この目的のため、ロック要素は２本の結合バーによって作用力
保存手段を形成する２つのバネに接続されており、これらバネは、一方側で収容体に接続
されており、他方側でそれぞれ２本の結合バーの一方の一端に固定されており、結合バー
はガイド要素によって、収容体のスロット内を制限的に移動可能である。さらに、その第
１の実施例では、ロック要素の回転動作は（好適には時計回り方向である）一方向のみの
ロック解除で実行され、その回転動作は、ガイド要素により２つのスロット内においてガ
イドされる結合バーのおかげで制限されている。
【００１４】
　本発明の第２の実施例では、ロック要素と回転要素は別々に形成されており、ロック要
素は作用力保存手段によって作用され、回転要素に当接する。ロック要素への動作検知の
伝達を可能にするため、この場合には、ロック要素は回転要素のＶ形状領域に当接し、回
転要素は、ロック要素が回転軸に最も近いＶ形状領域のこの点に当接するとき、中央位置
に存在する。
【００１５】
　原則的に、閉位置において、開方向での駆出要素の運動経路がロック要素によって阻止
されることを保証することが必要なだけである。これは例えば摩擦または締め付けによっ
て実行できる。好適には、駆出要素は、駆出要素に接続されたラッチ要素によって、ポジ
ティブな（確実な）ロック関係でロック要素に保持される。
【００１６】
　駆出要素のために運動の開経路の容易な開放を達成するため、好適にはロック要素は、
閉方向での閉位置からの可動家具部分のオーバープレス時と、開方向での閉位置からの可
動家具部分の引っ張り時の両方で、開方向に対して横断方向に移動可能である。
【００１７】
　特許保護は、可動家具部分と、可動家具部分のための本発明によるロック可能な駆出装
置とを含んだ家具にも請求される。
【００１８】
　本発明のさらなる詳細と利点は、図面に示す実施例に関連する詳細な説明によって以降
にてさらに詳説される。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】多様な位置にある可動家具部分を有する家具を概略的に示している。
【図２】多様な位置にある可動家具部分を有する家具を概略的に示している。
【図３】多様な位置にある可動家具部分を有する家具を概略的に示している。
【図４】多様な位置にある可動家具部分を有する家具を概略的に示している。
【図５】ロック可能な駆出装置の第１の実施例の分解図である。
【図６】ロック可能な駆出装置の第１の実施例の分解図である。
【図７】組み立てられた状態のロック可能な駆出装置を示している。
【図８】多様な位置にある駆出装置を示している。
【図９】多様な位置にある駆出装置を示している。
【図１０】多様な位置にある駆出装置を示している。



(5) JP 5973663 B2 2016.8.23

10

20

30

40

50

【図１１】多様な位置にある駆出装置を示している。
【図１２】多様な位置にある駆出装置を示している。
【図１３】多様な位置にある駆出装置を示している。
【図１４】ロック可能な駆出装置の第２の実施例を示している。
【図１５】図１４の分解図である。
【図１６】第２の実施例による駆出装置の多様な位置を示している。
【図１７】第２の実施例による駆出装置の多様な位置を示している。
【図１８】第２の実施例による駆出装置の多様な位置を示している。
【図１９】第２の実施例による駆出装置の多様な位置を示している。
【図２０】第２の実施例による駆出装置の多様な位置を示している。
【図２１】ロック可能な駆出装置の第３の実施例を示している。
【図２２】図２１の分解図である。
【図２３】第３の実施例による駆出装置の多様な位置を示している。
【図２４】第３の実施例による駆出装置の多様な位置を示している。
【図２５】第３の実施例による駆出装置の多様な位置を示している。
【図２６】第３の実施例による駆出装置の多様な位置を示している。
【図２７】第３の実施例による駆出装置の多様な位置を示している。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
図１は、家具枠体２０と、その中で移動可能に取り付けられた家具部分２とを含んだ家具
１８を示しており、家具部分２は閉位置ＳＳに存在している。可動家具部分２は、引出し
レール２１（オプションで中央レールによっても）によって枠体レール２２に接続されて
いる。この概略図では、枠体レール２２は、ロック可能な駆出装置１の収容体４も形成し
ている。ロック可能な駆出装置１は、駆出力保存手段２４によって開方向ＯＲで作用され
る駆出要素３を有している。図１では、開方向ＯＲでの駆出要素３の運動経路がロック要
素５によって阻止されているため、駆出力保存手段２４は加圧されている。引出しレール
２１には、それにロック要素５が少なくとも一時的に伝達装置７によって接続される同伴
部材２３が固定されている。一方、伝達装置７は同伴部材２３の位置、よって可動家具部
分２および回転要素８の位置を検知するための検知装置６を有している。
【００２１】
　図２に示すように、閉方向ＳＲに可動家具部分２に対して圧力が適用されると、可動家
具部分２はオーバープレス閉位置UＳへと移動する。この運動で、同伴部材２３と検知装
置６も閉方向ＳＲに移動することで、ロック要素５が回転要素８によって可動家具部分２
の移動方向に対して横断方向に移動し、開方向ＯＲでの駆出要素３のための経路が開放さ
れる。
【００２２】
　実質的に同じ形態で、図３に示すように、開方向での可動家具部分２の引っ張り時に、
ロック要素５のロック解除が実行される。この結果、可動家具部分２は開方向ＯＲでの閉
位置ＳＳの直前の開位置ＺＳ（引っ張り位置）へと移動する。
【００２３】
　ロック要素５が（押し込み（図２参照）または引っ張り（図３参照）により）駆出要素
３を解除するとすぐに駆出力保存手段２４が図４に示すように開方向ＯＲに移動すること
ができ、そうすることで可動家具部分２を同伴すなわち駆出させることができる。この場
合には、既にそれ自体は知られているように、同伴部材２３は、検知装置６の旋回動作に
よって自由走行モードとなることができる。この結果、可動家具部分２は開位置ＯＳに存
在する。
【００２４】
　図５から図１３には、本発明の第１の実施例が示されている。図５と図６の分解図は、
駆出装置１の収容体４を示しており、駆出要素３はガイドトラック（軌道）３９に沿って
移動される。駆出要素３は、適した手段（図示せず）によって可動家具部分２に少なくと
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も部分的に接続されている。基部要素２５は、駆出要素３と収容体４との間で、ガイドト
ラック３１に沿って移動可能に配置されている。駆出力保存手段２４のためのバネガイド
３４も基部要素２５に配置されている。駆出力保存手段２４のためのバネ基部は、一方は
バネガイド３４の相対的に厚い端部領域に、他方は駆出要素３のアバットメント（迫台、
突出部）３３に形成されている。回転要素８のための回転軸Ｄは、ピンによって基部要素
２５に提供されている。第１の実施例では、回転要素８は同時にロック要素５を形成して
おり、図６に示すラッチ要素１７のためのロック領域３７は、ロック要素５に提供されて
いる。２本の結合バー１１と１２はロック要素５に係合する。結合バー１１はピン形状の
端部によって、ロック要素５内の接続穴部２９に係合する。さらに、結合バー１１は収容
体４内のスロット１５内をガイド要素２６によって移動可能にガイドされる。結合バー１
１は、作用力保存手段９を形成しているバネ１３によって、アバットメント（迫台、突出
部）２８に対してバネ荷重された関係でさらに支持されている。アバットメント２８は、
固定領域３２によって、収容体４に固定式に接続されている。同様に、結合バー１２は、
ロック要素５内の接続穴部３０内にピン形状の前端部によって保持されている。結合バー
１２のガイド要素２７もまた、下方スロット１６内を移動可能にガイドされる。さらに結
合バー１２は、これもまた作用力保存手段９を形成しているバネ１４によってバネ荷重さ
れている。回転要素８またはロック要素５は、接続穴部４６によって、基部要素２５のピ
ン形状の回転軸Ｄに回転可能に接続されている。図６の分解図では、基部要素２５が、収
容体４内のガイドトラック３１に係合するガイド肢部３６を有する状態も示されている。
この場合のガイド肢部３６は、基部要素２５もまたオーバープレス（過度に押圧する「ov
er-press」）運動と引っ張り運動を実行できるよう、ガイドトラック３１よりも少々短い
。駆出要素３は、収容体４のバネガイドトラック３５内をアバットメント３３によって制
限的に移動可能である。この場合には、駆出要素３は、アバットメント（迫台、突出部）
４７まで、開方向ＯＲに移動でき、さらに駆出力保存手段２４が完全に圧迫されるまで、
またはバネガイド３４に対する接触状態が発生するまで、閉方向ＳＲに移動できる。
【００２５】
　図７は、組み立てられた状態の駆出装置１を示しており、アバットメント（迫台、突出
部）３３はバネガイドトラック３５内に突出している。さらに２つのガイド要素２６、２
７が対応するスロット１５と１６内へ突出している。ロック可能な駆出装置（排出装置）
１全体は、閉位置ＳＳに配置されている。
【００２６】
　それに応じて、図８もまた閉位置ＳＳでのロック可能な駆出装置１を示している。圧縮
バネの形態の２つのバネ１３と１４は等しい強度であり、ロック要素（＝回転要素８）も
また中央位置Ｍに配置されている。この場合には、ガイド要素１７は、幾分か左側にずれ
ているスロット１６の右側端部に当接し、開方向ＯＲにはそれ以上移動できない。バネ１
３は同じ強度であるので、ガイド要素２６はさらに右側にずれたスロット１５の左側端部
に留まる。駆出要素３に配置されたラッチ要素１７は、ロック要素５のロック領域３７内
に保持されている。開方向ＯＲでのロック要素１７の運動経路はこのようにしてロック要
素５によって阻止される。
【００２７】
　その閉位置ＳＳから開始して、可動家具部分２に対して閉方向ＳＲに圧力が適用される
と、ロック可能な駆出装置１が図９に示すようにオーバープレス閉位置UＳに移動する。
この場合には、可動家具部分２の位置は、検知装置６（図示せず）によって移され、ラッ
チ要素１７によって形成される係合要素１０と共に伝達装置７を形成する駆出要素３は、
ロック要素５を収容体４に対して左側に移動させる。左側でスロット１５に突き当たるガ
イド要素２６のために、上方結合バー１１はそれ以上左側に移動することができないため
、回転要素８は必然的に時計回り方向に、スロット１６の左側アバットメントに到達する
まで、結合バー１２のガイド要素２７がバネ１４の作用力に対抗して移動してしまうまで
回転する。同時に回転軸Ｄも、収容体４に対する距離の半分だけ移動する。回転要素８の
この回転によって、ロック領域３７も旋回し、それによって（ロック要素５にオーバープ
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レス運動を適用した）ラッチ要素１７は解放され、よってロック要素５によってもはや阻
止されない。
【００２８】
　図１０に示すように、可動家具部分２の引っ張り時に、同じロック解除効果も達成され
る。可動家具部分２が引っ張られると、駆出要素３とラッチ要素１７が開方向ＯＲに移動
し、閉位置ＳＳの直前の開位置ＺＳに移動する。回転要素８は、同時に係合要素１０を形
成するラッチ要素１７によって開方向ＯＲで右側に移動する。下方結合バー１２は、スロ
ット１６の右側アバットメント端部に配置されたガイド要素２７のために、開方向ＯＲに
はそれ以上移動できない。対照的に、結合バー１１は上方スロット１５内でそのガイド要
素２６と共に開方向ＯＲにさらに移動でき、それによってロック要素５または回転要素８
の回転軸Ｄ周囲での時計回り方向の回転動作が起動される。回転軸Ｄは、バネ肢部３６が
ガイドトラック３１の端部に接触するまで、開方向ＯＲに収容体４に対する接続スロット
２９の距離の約半分だけ移動する。時計回り方向のロック要素５の回転によって、図１０
に示すラッチ要素１７も、ロック要素５のロック領域３７の外側で移動する。
【００２９】
　このロック解除作用のため、図１１に示すように、駆出力保存手段２４は応力から解放
され、駆出要素３を、および接続装置（図示せず）によってそれと共に可動家具部分２を
開方向ＯＲに移動させる。ラッチ要素１７がロック要素５ともはや接触しなくなるとすぐ
に、回転要素８が、図１１に示す始動位置または中央位置Ｍへ反時計回り方向で再び移動
するよう、対応するバネ１３または１４が始動位置に再び移動する。
【００３０】
　図１２に示すように、駆出力保存手段２４はさらに応力から解放されており、この構造
体は、駆出装置または可動家具部分２のさらなる開位置ＯＳに到達している。
【００３１】
　可動家具部分２が再び閉じられると、駆出力保存手段２４は駆出要素３の運動によって
閉方向ＳＲに再び加圧される。この場合には、閉部分（図１３参照）の最終部分で、ラッ
チ要素１７はロック要素５と接触し、さらなる閉運動時に、ラッチ要素１７が傾斜した走
行手段３８を加圧し、ラッチ要素１４がロック領域３７にロックまたはスナップ留めされ
るまで、回転要素５を回転軸Ｄ周囲でバネ１４の作用力に対抗して回転させる。図８に示
すように始動位置（閉位置ＳＳ）はこのようにして元に戻る。
【００３２】
　図１４から図２０は、本発明のさらに別な実施例を示しており、回転要素８とロック要
素５は別部材の形態である。ここでも駆出要素３は、ガイドトラック３９に沿って収容体
４に移動可能に配置されている。駆出要素３は、ラッチ要素１７を形成している幅広端部
領域によってロック要素５に保持されている。ロック要素５も同様に回転軸Ｘ周囲で回転
可能に収容体４に取り付けられており、収容体４に支持されている作用力保存手段９に作
用される。さらに、回転要素８は、収容体４に回転軸Ｄによって回転可能に取り付けられ
ている。その回転要素８の回転点の外側には、それに検知装置６が接続されている係合要
素１０が配置されている。検知装置６、係合要素１０および回転要素８は、ロック要素５
への可動家具部分２の位置を伝達するための伝達装置７を共同で形成している。さらに詳
細には、その位置は、回転要素８のＶ形状領域Ｖによって、ロック要素５に移動される。
【００３３】
　対応する形態で、図１６は、ロック要素５が回転軸に近接する回転要素８のＶ形状領域
ＶのポイントＰに当接し、よって回転要素８が中央位置Ｍに存在している閉位置ＳＳを示
している。この場合には、作用力保存手段９は、ロック要素５のロック領域３７が開方向
ＯＲで駆出要素３の運動経路を妨害するよう、少なくとも幾分かの応力が解放される。こ
れは、このようにしてラッチ要素１７を形成している駆出要素３の幅広端部によって達成
される。
【００３４】
　図１７に示すように、可動家具部分２に対して閉方向ＳＲにて圧力が右側に適用される
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と、検知装置６と、それと共に係合要素１０も右側に移動する。係合要素１０が回転要素
８と偏心的に係合するとき、それは時計回り方向に回転することで、ロック要素５は回転
軸に近接したＶ形状領域ＶのポイントＰに対してもはや当接することができず、反時計回
り方向に作用力保存手段９の作用力に対抗して旋回される。この結果、ロック領域３７は
ラッチ要素１７をもはや阻止せず、よって駆出要素３は解放、すなわちロック解除される
。
【００３５】
　可動家具部分２に対して開方向ＯＲにて引っ張り力が適用されると、検知装置６は係合
要素１０と共に開方向ＯＲ（図１８参照）に左側へ移動する。この結果、回転要素８はそ
の中央位置Ｍから外れるように時計回り方向に回転し、ロック要素５は、回転軸に近接し
たＶ形状領域ＶのポイントＰに対してもはや当接しない。しかしながらロック要素５が、
作用力保存手段９の応力と共に反時計回り方向に旋回されることで、駆出要素３は再び解
放される。
【００３６】
　オーバープレス閉位置UＳ（図１７参照）または閉位置ＳＳの直前の開位置ＺＳ（図１
８参照）に到達されるとすぐに、駆出力保存手段２４（この実施例では図示せず）が図１
９に示すように開方向ＯＲに駆出要素３を移動できる。可動家具部分２が開位置ＯＳに到
達するとすぐに、または検知装置６が解放されるとすぐに、作用力保存手段９は再び応力
から解放され、ロック要素５によって回転要素８を中央位置Ｍに再び移動させる。
【００３７】
　閉じるとすぐに、作用力保存手段２４（図示せず）が再び圧迫され、駆出要素３を図２
０に示すように閉方向ＳＲに移動させる。傾斜走行手段３８によって、閉位置ＳＳに到達
する直前に駆出要素３が作用力保存手段９の作用力に対抗してロック要素５を旋回させる
。駆出要素３の最も厚い部位が通過されるとすぐに、駆出要素３のラッチ要素１７は、部
分的には摩擦ロック関係（摩擦による固定する状態）で、部分的にはポジティブなロック
関係（確実に固定する状態）で、ロック要素５のロック領域３７によって再び保持される
。
【００３８】
　ロック可能な駆出要素１の第３の実施例は、図２１から図２７に示されている。図２１
と図２２で示すように、駆出装置１は収容体４を有しており、駆出要素３は収容体４のガ
イドトラック３９内に移動可能に取り付けられている。引張バネの形態である駆出力保存
手段３４は、収容体４のバネ基部４０と駆出要素３のバネ基部４１との間で締め付けられ
ている。駆出要素３の幅広端部はここでもラッチ要素１７を形成している。この第３の実
施例では、ロック要素５は回転不能であるが、収容体４のトラック４８内でスライド可能
に取り付けられている。トラック４８の端部にて、ロック要素５は作用力保存手段９（圧
縮バネ）によって作用を受ける。ロック要素５はスロット４５を有している。ロック領域
３７はロック要素５の端部に配置されており、これはガイドトラック３９の方向に面する
端部である。収容体４内には、ピン４２のためのピン受領手段４３が提供されており、ピ
ン４２は回転要素８のための回転軸Ｄを同時に形成しており、スロット４５を通って突出
している。ピン４２は、ピン受領手段４４によって回転要素８に接続されている。回転要
素８は、それにロック要素５の後端が当接するＶ形状領域Ｖを追加的に有している。さら
に回転要素８内には、この第３の実施例では詳細に示されていないが、伝達装置７のため
の係合要素１０を形成する開口部が偏心的に提供されている。
【００３９】
　図２３に示すように、ロック可能な駆出装置１は閉位置ＳＳに存在している。この場合
には、作用力保存手段９は実質的に応力から解放されており、ロック要素３５のロック領
域３７は、開方向ＯＲにおいて駆出要素３のための移動経路を妨害している。引張バネの
形態の駆出要素３は圧迫されている。回転要素８は中央位置Ｍに存在しており、ロック要
素５の後端は回転軸に近接した回転要素８のＶ形状領域ＶポイントＰに当接している。
【００４０】
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　係合要素１０もまた、伝達装置７（図示せず）によって閉方向ＳＲに移動されるとすぐ
に、オーバープレス閉位置UＳへの閉方向ＳＲにおける可動家具部分２のオーバープレス
時に、回転要素８が回転軸Ｄの周囲で時計回り方向に回転することで、ロック要素５の後
端が、作用力保存手段９（図２４参照）の作用力に対抗して後方に移動される。これは、
中央位置Ｍから外れるように移動されている回転要素８によって達成され、ロック要素５
の後端はもはやポイントＰには当接しない。同時にロック領域３７も戻り、ラッチ要素１
７と駆出要素３のための開方向ＯＲにおける移動経路を開放する。
【００４１】
　開方向ＯＲにおいて、可動家具部分２に引っ張り作用力が適用されると、係合手段１０
も開方向ＯＲに移動し、よってこの場合には時計回り方向（図２５参照）に回転要素８を
回転させる。この結果、ロック要素５が作用力保存手段９の作用力に対抗して再び移動さ
れることで、ロック領域３７がラッチ要素１７すなわち駆出要素３を解放する。
【００４２】
　この解放すなわちロック解除によって、駆出力保存手段２４は応力から解放され、図２
６に示すように、駆出要素３を開方向ＯＲにおいて開位置ＯＳへと移動させる。係合要素
１０に作用力がもはや適用されなくなるとすぐに、作用力保存手段９は応力から再び解放
されることができ、回転要素８が中央位置Ｍへと移動する。
【００４３】
　可動家具部分２を閉じるとすぐに、駆出要素３が、傾斜走行手段３８によってロック要
素５のロック領域３７を再び通過し、よって駆出要素３は、部分的に摩擦ロック関係で、
部分的にポジティブなロック関係で、ロック領域３７にて再び保持される。作用力保存手
段２４のおかげで、駆出要素３とロック領域３７との間の摩擦は、作用力保存手段９のバ
ネ作用力よりも大きくなければならない。
【００４４】
　すなわち本発明は、従来のロック可能な駆出装置１の代替であるロック要素５の形態を
開示しており、駆出要素３は、可動家具部分２のオーバープレス時にも、可動家具部分２
が引っ張られたときにも、収容体４に対するロック要素５の相対運動によってロック解除
可能である。
【００４５】
　原則的に、基本概念を維持しながら構造全体を改変することが可能であることは理解さ
れよう。よって、例えば駆出装置１全体は、可動家具部分２に配置されることも、枠体に
対して固定された同伴部材２３に対して当接することもできる。
【００４６】
　原則的に、好適には制動された引込装置を駆出要素３に追加して利用することも可能で
あり、引込装置と共に可動家具部分２は閉位置へと穏やかに引き込まれる。構造の点で、
これは構造全体に組み込まれるか、または別々に形成されることもできる。収容体４は、
収納形態の収容体と解釈される必要はなく、むしろ、その上にロック可能な駆出装置１の
必須部材が配置される単純な取り付けプレートの形態でもよい。
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